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フロアスイッチの更新仕様書 
 
 
1. 用途（目的）  

一般財団法人高度情報科学技術研究機構（以下「当財団」という。）が、特定高速電子計算

機施設の登録施設利用促進機関の業務を行うために整備したインフラネットワーク環境におい

て、業務用パソコンの上流に設置されているフロアスイッチが EOL を迎えることから、ネットワー

クの信頼性、可用性、保守性を保つために更新することとする。なお、更新にあたっては、昨今

の通信量の増大に対応するため、マルチギガポートを装備した仕様とすることで、ネットワークの

安定した稼働を確保するものとする。 
本仕様書は、更新するフロアスイッチの仕様について定めたものである。 
 

2. 機器仕様及び数量 
＜アライドテレシス社製 マルチギガポート対応スイッチ 48port＞ 

・AT-SE240-52GHXm(48port 最大 5G) PoE 有 1 台 
・AT-SE240-52GTXm(48port 最大 5G) PoE 無  1 台 

＜アライドテレシス社製 マルチギガポート対応スイッチ 24port＞ 
・AT-SE240-26GTXm(24port 最大 5G) PoE 無  11 台 

相当品を可とするが、下記性能及び機能を備えた機器であること。その場合、相当品であると

証明できる資料を提出し、当財団の確認を受けること。 
(1) RJ45 型の物理ポート数が 48 ポートまたは 24 ポートで、全ポートにおいて 10M/100M/ 

1G 及び 2.5GBASE-T 及び 5GBASE-T のマルチギガビット通信を標準サポートしてい

ること。 
(2) PoE 有の機器に関して、全ポートにおいて 1 ポートあたり最大 90W の電力を供給できる

こと。 
(3) ポートトランキング（IEEE 802.3ad LACP/Manual Configuration）に対応していること。 
(4) 機器の動作温度範囲は 0℃～50℃以上であること。 
(5) AC100V の商用電源に対応し、1 つ以上の入力端子を有すること。 
(6) SNMPv1/v2c/v3、SNMP Trap/Inform、SNMPv3 認証・暗号化機能を有すること。 
 

3. 保守 
(1) 保守期間は、1 年間とする。 なお、保守は、次年度より継続契約できること。 
(2) 障害時の問合せ窓口を設けること。また、技術的な問合せについて、平日 9 時から 17時

の間においてメール、電話等にて対応を行うこと。 
(3) ハードウェアの交換・保守対応については、平日 9 時から 17 時受付、先出センドバック

保守で行うこと。 
(4) ファームウェアや専用のクライアントソフトのアップデートファイルの提供及びインストール

時のサポート、脆弱性情報が公開された際のセキュリティパッチ等の情報提供並びにイ

ンストール時及び設定作業時のサポートを行うこと。また、機器のEOL情報やメーカのサ

ポート情報等の提供も適宜行うこと。 
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4. 納入期限 
2026 年 12 月 25 日（金） 

 
5. 納入場所 

兵庫県神戸市中央区港島南町 1-5-2 神戸キメックセンタービル 6F  
一般財団法人高度情報科学技術研究機構 HPC 共用推進センター  

 
6. 検収条件  

納品後、員数及び外観に有害な傷や汚れがないことを目視により確認したことをもって検収と

する。 
 
7. グリーン購入法の推進 

(1) 本契約において、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）

に適用する環境物品（事務用品、OA 機器等）が発生する場合は、できる限りこれを採用す

る。 
(2) 本仕様書に定める提出書類（納入印刷物等）については、できる限りグリーン購入法の基

本方針に定める「紙類」の基準を満たしたものとする。 
 

8. 特記事項 
(1) 本件を遂行する上で知り得た機密情報については、本件のみに使用し、第三者に開示・公

開しないこと。 
(2) 受注者は、異常事態が発生した場合には、当財団の指示に従い行動するものとする。 
(3) 受注者は、当財団が定める競争的資金等の使用に係る不正防止計画に則り、「一般財団

法人高度情報科学技術研究機構との取引において遵守すべき事項について」を遵守する

こと。（「一般財団法人高度情報科学技術研究機構との取引において遵守すべき事項につ

いて」は、当財団ホームページのメニュー「競争的資金の取扱」に格納している「競争的資

金等の使用に係る不正防止計画（pdf）」の最終ページに掲載してあるので確認のこと。） 
(4) その他本仕様書に記載の事項及び記載のない事項について疑義が生じた時は速やかに

当財団と協議のうえ、その決定に従うものとする。 
 
 

以 上 


